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（1）当連結会計年度の事業の状況
①事業の経過および成果
　当連結会計年度のわが国の経済は、２年目を過ぎたアベノミクス
政策による大幅な金融緩和政策の継続から、引き続き円安、力強い
株高が続いており、国民の経済、社会への感触は明るさを増してき
ております。産業界は輸出企業を中心に幅広く業績を伸ばし、これ
が設備投資とともに建設業界等にも広く好影響をもたらしてきてお
ります。一方で、円安による輸入品価格の上昇から国内の商品価格
は幅広く上がり始めており、長引いたデフレからの脱却が見え始めて、全般的に景気回復への期待感が増
してきております。
　また、世界的な需給ギャップから原油価格は一時の半値を下回る大幅な安値となって、東日本大震災後
のわが国のエネルギー事情には広く追い風となってきており、経済全般に好影響を及ぼしております。

1.当連結会計年度の消費環境の概要

1） ‌�平成26年４月からの消費税増税は食品を除いた小売業界全体に大きなダメージを与えました。
　‌�特に、今後更に２％を上げるときの流通業界の混乱を避けるためにと、消費税を外税にすることを政府

が認めたため、消費者の感覚は３％の消費税アップではなく、８％の税を別に取られる意識となり、消
費者の購買には著しいブレーキとなりました。

　‌�平成27年10月１日に予定されていた消費税再増税は平成29年４月に先延ばしすることとなりましたが、
今回の消費税改定には日本国民は強い拒否反応を示し、安易な増税には強い警鐘となりました。

2） ‌�幅広い産業界の好業績から人手不足感も広がっており、勤労者の現金給与総額は３月から11ヶ月連続で
増加するなど消費環境には明るさも見えますが、消費物価の変動を織り込んだ実質所得はまだ年度を通
じてマイナスで、消費意欲は見られるものの消費余力は限られて、消費者の節約志向から個人消費は低
迷が続いております。

3） ‌�衣料品の消費支出に大きな影響を及ぼす天候は、季節の変わり目の３月と９月は次シーズンの商品が活
発に動きましたが、６月の梅雨入り後の局地的な集中豪雨や西日本の11年ぶりの冷夏、また、10月の台
風上陸や11月の全国的な高温など、衣料品販売にとっての天候は対応の難しい一年となりました。

2.当社グループの状況

　このような消費環境のもと、当社グループは“価値と価格のアピール”を当期の統一テーマとし、店内販
促物からチラシに至るまで価値と価格のアピールを徹底することに注力する一方で、業務の効率化を一層
進め、業績の向上に努めてまいりました。

3.主力の 事業

1） ‌�当連結会計年度は、商品の調達力・販売力と売場の完成度の向上を目指して、商品部の組織を商品仕入
と、売場管理・在庫コントロールに分けることで業務範囲を明確にし、業務スピードの向上を図りました。

2） ‌�商品の価値と価格を強力にアピールするため、プライベートブランドは高感度の「Sorridere（ソリデ
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ル）」、高品質の「CLOSSHI（クロッシー）」、ボリュームプライスの「FREUDE（フロイデ）」の３ブラ
ンドに集約し、TVCMやチラシ、ホームページ等で繰り返し商品を紹介して、その認知度を上げること
に尽力しました。

　‌�特に、秋冬で展開したCLOSSHIの「裏地あったかパンツ」は季節のタイミングに合った企画となり、大
きなヒット商品となって婦人ボトムス部門の業績を大きく高めることが出来ました。

3） ‌�当連結会計年度は24店舗を開設し、２店舗を閉店しました。この内12店舗が東京都をはじめとする都市
部への出店で、引き続き都市部への店舗開発に力を入れております。さらに既存３店舗の建替えと７店
舗で大規模な改装、92店舗で省エネ対応型の改装を実施した結果、 事業の店舗数は1,321店舗
となり、売上高は前期比1.7％増の4,141億21百万円となりました。

4. 事業

　若者向けの感度の高いファッションを扱う 事業は、幅広い客層に向けた品揃えの構築を進める
とともに、PB商品の開発力の向上と、初めて全国放映したTVCMや雑誌・アプリを活用した販促活動を
行うなど商品のトレンドと価値観、価格をアピールして業績の向上に努めましたが、ティーンズ・ヤング
市場では核となるトレンドが無い状況が続き、残念ながら業績は低迷しました。
　当連結会計年度は12店舗の開設と２店舗の閉店を行いました。さらに、２店舗の大規模改装と３店舗で
省エネ対応型への改装を実施した結果、店舗数は289店舗となり、売上高は前期比5.4％減の499億60百万円
となりました。

5. 事業

　ベビー・子供用品を扱う 事業は、「専門店らしい品揃え」に注力し、アウターではデザイ
ン・品質・素材にこだわったオリジナル商品を拡大し、実用品では、高感度な海外ブランド品の取り扱い
や、品質・素材にこだわったオリジナル商品を拡大するとともに、雑誌・WEB・アプリを活用して店舗と
商品をアピールすることで業績の向上に努めました。
　当連結会計年度は25店舗を開設し、１店舗を閉店しました。また、２店舗で省エネ対応型への改装を実
施した結果、店舗数は174店舗となり、売上高は前期比16.6％増の312億22百万円となりました。

6. 事業

　女性のファッション雑貨を扱う 事業は、素材や産地にこだわったグレード感の高い商品と、
ナチュラルテイストの雑貨を品揃えに加えて業績の向上に努めましたが、雑貨部門の不振を補えず、業績
は低迷しました。
　当連結会計年度は８店舗の開設と、２店舗で大規模改装を行った結果、店舗数は84店舗となり、売上高
は前期比0.8％減の98億18百万円となりました。

7. 事業

　10～20代の女性を主たる顧客層としたファミリー靴専門店の 事業は、婦人靴・紳士靴・子供靴
の最適な品揃えを研究し、引き続き多店舗化に向けたモデル構築に努めました。
　当連結会計年度は２店舗を開設し、１店舗で省エネ対応型の改装を行った結果、店舗数は18店舗となり、
売上高は前期比12.3％増の８億83百万円となりました。

　以上の結果、当連結会計年度の日本国内の業績は、売上高5,060億７百万円（前期比1.7％増）、営業利益
370億81百万円（同12.0％減）、経常利益390億85百万円（同11.6％減）、当期純利益は232億72百万円（同
13.0％減）となりました。
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8. 事業

　台湾で事業展開する は、中国大陸からの衣料品の輸入規制が大幅に緩和されたことに対応して、
日本と同じ品揃えにより商品構成力を高め、また商品の展開スケジュールの明確化による在庫管理精度を
上げるとともに、顧客の認知度向上を目的にWEBチラシを導入し、モバイル会員の獲得を積極的に行い、
業績の向上に努めました。
　当連結会計年度は１店舗の開設と４店舗の大規模改装を実施した結果、店舗数は37店舗となり、売上高
は前期比13.4％増（NT＄ベース）の14億30百万NT＄（53億63百万円）となりました。

9. 事業

　中国で事業展開する は中国で通用するグローバル商品と、現地での独自性を打ち出せる商品との
品揃えの適正化を図り、本格的なチェーン展開を目指して仕組みの構築と、開発エリアの拡大による多店
舗化に力を注ぎました。
　当連結会計年度は４店舗を開設した結果、店舗数は８店舗となり、売上高は26百万RMB（５億22百万
円）となりました。

　以上の結果、当連結会計年度の連結業績は、売上高5,118億93百万円（前期比2.0％増）、営業利益368億23
百万円（同12.0％減）、経常利益386億１百万円（同12.3％減）、当期純利益は232億88百万円（同12.4％減）
となりました。

（商品部門別および事業別売上高）
部門・事業 売上高（百万円） 構成比（％）

婦人衣料 129,861 25.4
肌着 107,756 21.0
寝装具 46,005 9.0
紳士衣料 33,124 6.5
ベビー・子供服 27,893 5.4
洋品小物 27,559 5.4
インテリア 23,352 4.6
靴 18,569 3.6

49,960 9.8
31,222 6.1
9,818 1.9

事業部 883 0.2
日本計 506,007 98.9

5,363 1.0
522 0.1

合　　計 511,893 100.0
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②設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資額は、153億82百万円であります。
　１．当連結会計年度中に完成した店舗設備（自社物件）
　　　104億25百万円
　２．当連結会計年度中に取得した店舗用地
　　　１億36百万円
　３．当連結会計年度中に増加した差入保証金、その他の資産
　　　48億20百万円

③資金調達の状況
　該当事項はありません。

④事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。

（2）直前３事業年度の財産および損益の状況

区　　　　分
第 59 期

（平成24年２月期）
第 60 期

（平成25年２月期）
第 61 期

（平成26年２月期）

第 62 期
当連結会計年度

（平成27年２月期）
売 　 上 　 高（百万円） 466,405 491,091 501,898 511,893

当 期 純 利 益（百万円） 25,213 27,523 26,583 23,288

１株当たり当期純利益金額 （円） 685.55 748.46 723.04 633.48

総 　 資 　 産（百万円） 277,647 296,730 311,166 331,608

純 　 資 　 産（百万円） 225,611 248,231 269,368 287,038

１株当たり純資産額 （円） 6,134.55 6,750.58 7,327.03 7,808.33
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（3）重要な親会社および子会社の状況
①親会社の状況
　該当事項はありません。

②重要な子会社の状況
会　　社　　名 資　本　金 当社の議決権比率 主要な事業内容

股 份 有 限 公 司 100百万NT＄ 100.0％ 衣料品の販売

（ 上 海 ） 商 貿 有 限 公 司 80百万元 100.0％ 衣料品の販売

（4）対処すべき課題
　わが国の今後の経済状況は、消費増税の反動減の影響が一巡したことに加え、原油価格下落による社会、
企業のコスト削減や、日銀の追加緩和による円安・株高から企業業績は引き続き強い回復に向かうものと
思われます。加えて良好な企業収益からの設備投資の増加、実質所得や雇用環境の改善を背景に国内消費
は活発化し、緩やかだった消費景気回復のスピードは増していくものと想定されます。一方で、欧州経済
の減速、中国経済の不安定さなどの世界情勢や円安に加えて海外生産地での人件費上昇による輸入品価格
の高騰などの問題が懸念材料となっており、今後の国内消費には油断できない状況も続いております。
　GDPの２四半期連続のマイナス成長を受け、予定されていた消費税10％への引き上げは先送りされたも
のの、円安基調の定着による輸入製品の価格の上昇を背景とした小売価格の上昇は続くものと予想されま
す。また、消費を取り巻く環境はオムニチャネル等、新しいビジネスモデルが次々に参入し、業種、事業
を超えた競争は激化していくものと思われます。
　このような状況下で、当社グループはお客様への新たな商品提案とボリューム商品のメリハリのつけた
集約により商品力の向上を目指して、業容の拡大を進めてまいります。
　平成27年度のグループ統一テーマを“2,000店舗、変革の年”とし、当期グループで2,000店舗となる節目に
従来の仕組みを大幅に変革し、更なる業務の単純化・標準化を進め、ローコスト運営を徹底し業績の向上
に努めてまいります。

1.主力の 事業

1） ‌�PB商品の開発力とその完成度を上げ、高品質の「CLOSSHI（クロッシー）」、ボリュームプライスの
「FREUDE（フロイデ）」を中心に、新しい使用価値のある商品をコア商品として展開し、大量販売によ
り既存店の業績向上を図ります。

2） ‌�ファッション・トレンドの発掘と発信力、その完成度を上げて売場と広告宣伝を一体化させて、商品の
特長を積極的にアピールし、従来との差別化した商品、売り場提案により業績向上を図ります。

3） ‌�次のステージとなる3,000店舗体制に向けた業務体系への再構築を進め、作業効率の改善に繋げてまいり
ます。

4） ‌�平成27年度も都市部への出店を基本に25店舗の開設と３店舗の閉店を予定し、引き続き積極的な業容の
拡大を目指して、年度末には1,343店舗を展開する予定です。

2. 事業

　PB商品の開発力向上による新たな品揃えに加え、高感度なブランド商品の取り扱い拡大による商品グ
レードの引き上げとアウターからシューズ・服飾雑貨を含めたトータルコーディネート提案力をより向上
させた売場作りを進め業績向上を図ります。
　平成27年度は出店地域の拡大を目指して出店を進め、15店舗の開設と６店舗を他事業へ変更することを
予定し、年度末には298店舗とする予定です。
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3. 事業

　デザイン・品質・素材にこだわったオリジナル商品に加え、「高品質・高機能」の新プライベートブラ
ンド「Birthday+（バースデイプラス）」の展開を始め、より専門店らしい品揃えを追求し、業績向上を図
ります。
　平成27年度は出店地域の拡大を目指して積極的な出店を進めて30店舗の開設を予定し、年度末には204
店舗とする予定です。

4. 事業

　「おしゃれ生活空間」を演出するため、テイストとシーンにこだわった品揃えと売場での提案力の強化
に努め、業績向上を図ります。平成27年度は５店舗の開設と２店舗の閉店を予定し、年度末には87店舗と
する予定です。

5. 事業

　婦人靴が強い靴専門店として、婦人靴、紳士靴、子供靴の商品グレードの引き上げと品揃えの最適なバ
ランスを追求し、多店舗化に向けたモデル構築を進めます。平成27年度は５店舗の開設を予定し、年度末
には23店舗とする予定です。

6. 事業

　台湾で事業展開する は、日本と同じ商品の海外からの直接導入を増やして、お客様の信認を高
めるとともに引き続き販促手法の多様化に取り組み、業績の向上を図ります。平成27年度は２店舗を開設
し、年度末では39店舗とする予定です。

7. 事業

　上海を中心に事業展開する は、コア商品の構築と価格競争力の向上による商品力の強化と品揃え
の適正化を図り本格的なチェーン展開を目指して仕組みの構築に努めてまいります。平成27年度は８店舗
の開設と１店舗の閉店を予定し、年度末では15店舗となる予定です。

　以上により、平成27年度はグループ全体で90店舗の新規出店と６店舗の閉店、６店舗の他事業への変更
により、年度末には2,009店舗とする予定です。
　平成27年度の業績の見通しにつきましては、株式会社 単体では売上高5,370億円（前期比6.1％
増）、営業利益は463億50百万円（同25.0％増）、経常利益477億24百万円（同22.1％増）、当期純利益297億50
百万円（同27.8％増）を見込んでおります。
　また、海外を含む連結の業績は売上高5,440億円（前期比6.3％増）、営業利益は460億円（同24.9％増）、
経常利益474億円（同22.8％増）、当期純利益295億50百万円（同26.9％増）を見込んでおります。
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（5）主要な事業内容（平成27年２月20日現在）
　当社の企業集団（当社および当社子会社、関連会社）は、株式会社 （当社）、および子会社２
社、関連会社１社で構成され、衣料品を主としたソフトグッズの販売を行うチェーンストア群として事業
展開をしております。
　当社の事業に係わる位置づけは、次のとおりであります。
①‌�株式会社 は、基幹である「ファッションセンター 」を主として次の事業の店舗展開

をしております。
・‌�「ファッションセンター 」は主たる顧客層を20代～50代の女性とし、ファッション衣料と関連

品および実用衣料を販売する事業を展開しております。
・‌�「 」は、15歳～35歳の若年層を対象にして、カジュアルとエレガンスの衣料品と靴を販売する

事業を展開しております。
・「 」はベビー・子供用品を深く幅広く扱う事業を展開しております。
・「 」は女性のファッション雑貨等を扱う事業を展開しております。
・「 」は女性のカジュアル・シューズ等を扱う事業を展開しております。
②‌� 股份有限公司は、台湾において「ファッションセンター 」事業と同様の衣料品を販売

する事業を展開しております。
③‌� （上海）商貿有限公司は、中国において「ファッションセンター 」事業と同様の衣料

品を販売する事業を展開しております。

（6）主要な事業所および店舗（平成27年２月20日現在）
①店舗数の状況

事業部門 前期末店舗数 当期出店数 当期退店数 当期末店舗数
ファッションセンター 1,299店 24店 2店 1,321店

279 12 2 289
150 25 1 174
76 8 0 84
16 2 0 18
36 1 0 37
4 4 0 8

合 計 1,860 76 5 1,931

②商品センターの状況
盛 岡 商 品 セ ン タ ー 岩手県八幡平市大更第一地割203番１号
福 島 商 品 セ ン タ ー 福島県福島市黒岩字沼端１番２号
桶 川 商 品 セ ン タ ー 埼玉県桶川市赤堀２丁目３番１号
秦 野 商 品 セ ン タ ー 神奈川県秦野市堀山下88番15号
関 ヶ 原 商 品 セ ン タ ー 岐阜県不破郡垂井町字松島745番７号
犬 山 商 品 セ ン タ ー 愛知県犬山市羽黒字徳間屋敷１番
神 戸 商 品 セ ン タ ー 兵庫県神戸市西区見津が丘３丁目14番
岡 山 商 品 セ ン タ ー 岡山県倉敷市広江８丁目３番１号
北 九 州 商 品 セ ン タ ー 福岡県北九州市門司区新門司北１丁目11番７号

事 業 報 告
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（7）従業員の状況（平成27年２月20日現在）
①主要な事業所および店舗の従業員の状況

区　　　　　　　　　　分 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減
国 内 16,280名 ＋� 277名
海 外 419　 ＋� 44　
合 計 16,699　 ＋� 321　

（注）上記従業員数には定時社員（パートタイマー）および嘱託社員の14,224名を含みます。

②当社の従業員の状況
区　　　　　　　　　　分 従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

合 計 ま た は 平 均 16,280名 ＋　277名 38.6歳 7.4年

（注）上記従業員数には定時社員（パートタイマー）および嘱託社員の13,909名を含みます。

（8）主要な借入先の状況（平成27年２月20日現在）
借　　　入　　　先 期　末　残　高

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 1,600百万円
株式会社三菱東京U F J銀行 700
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 700

（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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（1）株式の状況（平成27年２月20日現在）
①発行可能株式の総数	 120,000,000株
②発行済株式の総数	 36,913,299株
③株主数	 11,226名
④大株主（上位10名）

株　　　　主　　　　名 持株数 持株比率
株 式 会 社 島 村 企 画 5,761千株 15.6％
株 式 会 社 島 村 興 産 3,370千株 9.1％
株 式 会 社 ク リ エ イ テ ィ ブ ラ イ フ 2,370千株 6.4％
株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 1,764千株 4.8％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,743千株 4.7％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,568千株 4.2％
藤 　 原 　 秀 次 郎 681千株 1.8％
島 村 裕 之 501千株 1.3％
島 村 禎 宏 491千株 1.3％
STATE STREET BANK WEST CLIENT-TREATY 468千株 1.2％

（注）持株比率は自己株式151,383株を控除して計算しております。

（2）新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

（3）会社役員の状況
①取締役および監査役の状況（平成27年２月20日現在）

地　　　位 氏　　　名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 福 真 昭 彦 股份有限公司　監察人
（上海）商貿有限公司　董事

代 表 取 締 役 社 長 野 中 正 人 股份有限公司　董事
（上海）商貿有限公司　董事

専 務 取 締 役 島 村 治 伸 店舗運営部担当

常 務 取 締 役 中 村 高 久 商品部担当
股份有限公司　董事

常 務 取 締 役 昆 野 一 夫 商品・売場管理部統括
常 務 取 締 役 佐 藤 政 明 商品部担当

常 務 取 締 役 北 島 常 好 開発・店舗建設部統括
股份有限公司　董事長

取 締 役 栗 原 正 明 人事・総務・経理・店舗管理・陸上競技部統括
股份有限公司　董事

取 締 役 山 田 康 治 商品・ 商品部統括
取 締 役 近 藤 英 行 （上海）商貿有限公司　董事長
取 締 役 鈴 木 　 誠 物流・システム開発・貿易部統括
取 締 役 関 　 　 　 信 太 郎 広告宣伝・販売企画・店装・商品管理部統括

常 勤 監 査 役 吉 岡 秀 行 股份有限公司　監察人
（上海）商貿有限公司　監事

監 査 役 島 村 裕 之 株式会社島村興産　代表取締役
株式会社島村企画　取締役

監 査 役 田 島 義 久 弁護士法人田島法律事務所

監 査 役 早 瀬 佳 一 タキヒョー株式会社顧問
ティー・ティー・シー株式会社代表取締役

2.会社の現況
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（注）	１．監査役田島義久、早瀬佳一の両氏は、社外監査役であります。
	 ２．当社は、東京証券取引所に対して、監査役早瀬佳一氏を独立役員とする独立役員届出書を提出しております。

②取締役および監査役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額 摘　　　　要

取 締 役 12名 414百万円
監 査 役 4 33 （うち社外監査役２名 10百万円）
合 計 16 447

（注）	１．‌�取締役の報酬限度額は、平成20年５月16日開催の第55期定時株主総会において年額530百万円以内、監査役の報酬
限度額は、平成20年５月16日開催の第55期定時株主総会において年額94百万円以内と決議いただいております。

	 ２．上記の報酬等の額には、以下のものが含まれています。
	 　　・‌�当事業年度における役員賞与引当金の繰入額58百万円（取締役12名に対し54百万円、監査役４名に対し３百万円

（うち社外監査役２名に対し１百万円））。
	 　　・‌�当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額71百万円（取締役12名に対し69百万円、監査役４名に対し１百

万円（うち社外監査役２名に対し０百万円））。

③社外役員に関する事項
　イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係
　　・監査役田島義久氏と当社は、法律顧問契約を締結しております。
　　・監査役早瀬佳一氏と当社の取引関係はありません。
　ロ．当事業年度における主な活動状況
　　a．取締役会および監査役会への出席状況

区　　　分
取締役会（12回開催） 監査役会（13回開催）

出席回数 出席率 出席回数 出席率
監査役　田 島 義 久 12回 100.0％ 13回 100.0％
監査役　早 瀬 佳 一 12　 100.0 13　 100.0

　　b．取締役会および監査役会での発言状況
取締役会および監査役会において、監査役田島義久氏は、主に弁護士の見地からコンプライアン
スに関する助言・提言を行っており、監査役早瀬佳一氏は、意思決定の妥当性・適正性を確保す
るための助言・発言を行っております。

　ハ．責任限定契約の内容の概要
　　　該当事項はありません。
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（4）会計監査人の状況
①名　　　称	 有限責任 あずさ監査法人

②報酬等の額

項　　目 支　払　額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 44百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 44　　　

（注）‌�当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区
分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

③会計監査人の解任または不再任の決定方針
　‌�取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、監査役

会の同意を得たうえで、または、下記に掲げる監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任または不
再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。

　‌�監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、取締役
会に、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることを請求いたします。

　‌�また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した
監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報
告いたします。

（5）業務の適正を確保するための体制
①取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　・‌�取締役がグループ会社全体の経営理念を基に、全社横断的にコンプライアンス体制を維持し、かつ社

会的責任を果たすため社内規定（取締役会規程、監査役会規程、株式取扱規程、役員規程等）をさら
に整備してまいります。

　・‌�監査役、内部監査室による内部統制システムを検証するための体制を構築しております。
　・‌�公益通報者保護規程を基に通報者が不利益を受けることがないよう、またその内部通報が適切に処理

され、さらに全社的に再発防止につながるよう、適正な制度の確立と運用をすすめてまいります。
　・‌�監査役による取締役の業務執行状況の監査と、監査役会での検証を行っております。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存と管理に関する体制
　・‌�法令と社内規定に基づき議事録・稟議書等の文章を作成し、規程に基づき部署長が適正に保存管理し

ております。
　・これらの文章は取締役・監査役が常時閲覧できる体制を整備しております。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　・‌�全社的なリスクの管理規程を整備し、担当部署のリスク管理のレベル向上に努めて、未然防止と有事

に適切な対応ができるようにしております。
　・新たに生じたリスクに対し取締役社長が速やかに責任取締役を定め、必要な対応をとっております。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　・‌�取締役会を毎月１回以上開催し、迅速な意思決定と重要事項の決定、取締役の業務執行状況の報告を

行っております。
　・取締役は、職務分掌や職務権限規程を定期的に検証しております。
　・監査役は、取締役会に出席し効率的な業務執行の監督を行っております。
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⑤従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　・日々の社員が業務を行ううえで、それが法令および定款に適合する体制を構築しております。

⑥当社と関連するグループ集団における業務の適正を確保するための体制
　・会社法の主旨を前提にグループ集団全体としてのコンプライアンス体制を構築しております。
　　‌�このために各種のリスク管理情報を共有し連携を取り、効率的に適正な処置が取れる体制を確保して

おります。
　・グループ集団との関係は、法令や社会通念に適合することを確認し締結しております。

⑦監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項
　・監査室は、監査役の要請に応じ、その業務を補助しております。

⑧前号の従業員の取締役からの独立性に関する事項
　・監査室の所属従業員の人事異動には、人事部長が監査役との事前協議のうえ決定しております。
　・‌�取締役・従業員は、監査役および監査室による監査には適正に対処し、一切不当な制約をしないもの

としております。
　・監査役による監査を支援中の従業員の指揮命令権は、監査役にあるものとしております。

⑨取締役と従業員が監査役に報告をするための体制
　・取締役・従業員は、監査役の求めに応じ、下記の事項が発生した時点で書面により報告しております。
　　イ．会社に著しい損害をおよぼす可能性のある事実を確認した場合
　　ロ．監査室が実施した内部監査の結果
　　ハ．公益通報者保護規程に定めた通報

⑩その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　・‌�監査役は、取締役会の他重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため重要な会議に出

席しております。
　・監査役は、主要な稟議書・報告書を閲覧し、必要に応じて取締役・従業員に説明を求めております。
　・監査役は、当社会計監査人との情報交換を行い、連携を図っております。

（6）剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は企業の発展を通じて株主の皆様のご支援にお応えするために、適切な配当を安定的に行い、また、
企業体質の強化と事業基盤の拡大のために投資を続けることを利益配分の基本と考えております。
　当社はキャッシュ・フローを重視した適切な経営によって、高い生産性と適正な企業業績を維持するこ
とを通じ、株主各位のご支援にお応えする所存です。

（7）会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
　当社は、お客様、お取引先、株主に対して、また従業員に対して公正、公平に対応することが事業の基
本的な信用と考えております。事業の展開で係わりのあるどの社会に対しても信用・信頼を一層高めるこ
とが事業の継続発展には必要で、そのためにはコーポレート・ガバナンスの充実は重要であると認識して
おります。
　そのうえで、当社が築いてまいりました小売業界における独自の事業モデルを発展・拡大させ、経営の
効率性や収益性を一層高める観点から、専門性の高い業務・運営知識を備えたものが取締役に就任し、法
令および定款の定めを遵守しつつ当社の財務および事業の方針の決定につき、重要な職務を担当すること
が企業価値を高め、全ての利害関係者共同の利益に資するものと考えております。
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9,818

31,222

49,960

5,363

522

■営業成績および財産の状況の推移

■商品部門別および事業別売上高

●売上高 （単位：百万円） ●経常利益 （単位：百万円）

●当期純利益 （単位：百万円） ●1株当たり当期純利益 （単位：円）

●総資産 （単位：百万円） ●純資産 （単位：百万円）
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9

23

62

4

13 北 海 道

6

20

2

1

1

1

1
3

2

3

1

青 森 県

219 16 岩 手 県

217 7 秋 田 県

沖縄県
台湾

7 410 宮 城 県

315 36 奈 良 県
121 17 三 重 県

535 1

1 1

10 大 阪 府
14 1 和歌山県

213 12 香 川 県
9 12 徳 島 県
12 1 高 知 県

319 2 滋 賀 県
115

37

2 京 都 府
310 兵 庫 県

長 野 県
新 潟 県

富 山 県
石 川 県
福 井 県

3 49 福 島 県

5 412 群 馬 県
10

14

414 茨 城 県

49 神奈川県
2 15 山 梨 県
4

2

36 静 岡 県
26 岐 阜 県

37

1

愛 知 県

16 317 千 葉 県

10 79 栃 木 県

5 15 東 京 都

1216 24 愛 媛 県

1

1

3

16 2 大 分 県
17

1

1

2 宮 崎 県
21 2 熊 本 県

217 24 鹿児島県311 33 長 崎 県

11

1

1

625 埼 玉 県

316

40

35

38

54

101

55

73

54

40

59

34

26 山 形 県

27 2

2

12鳥 取 県
222

1

2

4岡 山 県
8 2島 根 県

323

43

1

1

3広 島 県
20 4山 口 県

10

1

111福 岡 県
12佐 賀 県

22

40

36

3 3

1

9

5 211

23

18 22

12 22

37

410 2

8 中国

店舗等のご案内
（平成27年 2 月20日現在）  

事業名 店舗数

● 1,321

289

● 174

● 84

★ 18

流 行 服 飾 館

思 夢 樂 37

8

合計店舗数 1,931

■本　社
Tel.048-652-2131㈹
〒331-9550 埼玉県さいたま市北区宮原町2丁目19番4号

■盛岡商品センター
Tel.0195-70-1175
〒028-7111 岩手県八幡平市大更第一地割203番1号

■福島商品センター
Tel.024-544-2136
〒960-8153 福島県福島市黒岩字沼端1番2号

■桶川商品センター
Tel.048-729-2681
〒363-0002 埼玉県桶川市赤堀2丁目3番1号

■秦野商品センター
Tel.0463-89-3026
〒259-1304 神奈川県秦野市堀山下88番15号

■関ヶ原商品センター
Tel.0584-24-1165
〒503-2100 岐阜県不破郡垂井町字松島745番7号

■犬山商品センター
Tel.0568-69-0081
〒484-0894 愛知県犬山市羽黒字徳間屋敷1番

■神戸商品センター
Tel.078-998-1303
〒651-2228 兵庫県神戸市西区見津が丘3丁目14番

■岡山商品センター
Tel.086-450-0095
〒712-8043 岡山県倉敷市広江8丁目3番1号

■北九州商品センター
Tel.093-483-1388
〒800-0113 福岡県北九州市門司区新門司北1丁目11番7号
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連結計算書類

■連結貸借対照表（平成27年２月20日現在）

科　目 金　額

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産 172,954

現 金 及 び 預 金 23,936
売 掛 金 2,529
有 価 証 券 103,002
商 品 36,351
繰 延 税 金 資 産 1,499
そ の 他 5,636

固 定 資 産 158,653
有 形 固 定 資 産 114,824
建 物 及 び 構 築 物 72,963
機械装置及び運搬具 3,631
器 具 及 び 備 品 515
土 地 37,284
建 設 仮 勘 定 429

無 形 固 定 資 産 1,085
そ の 他 1,085

投 資 そ の 他 の 資 産 42,744
投 資 有 価 証 券 9,414
差 入 保 証 金 29,919
そ の 他 3,548
貸 倒 引 当 金 △139

資 産 合 計 331,608

（単位：百万円）

科　目 金　額

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 37,586

買 掛 金 14,807
１年内返済予定長期借入金 2,000
未 払 法 人 税 等 6,957
賞 与 引 当 金 1,947
役 員 賞 与 引 当 金 58
そ の 他 11,815

固 定 負 債 6,983
長 期 借 入 金 2,000
繰 延 税 金 負 債 121
定時社員退職功労引当金 845
役員退職慰労引当金 707
退職給付に係る負債 1,568
資 産 除 去 債 務 1,564
そ の 他 176

負 債 合 計 44,570
（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 284,379

資 本 金 17,086
資 本 剰 余 金 18,637
利 益 剰 余 金 249,922
自 己 株 式 △1,267

その他の包括利益累計額 2,659
その他有価証券評価差額金 2,379
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 4
為 替 換 算 調 整 勘 定 427
退職給付に係る調整累計額 △152

純 資 産 合 計 287,038
負 債 純 資 産 合 計 331,608

■連結株主資本等変動計算書（自　平成26年２月21日　至　平成27年２月20日）

科　目
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成26年２月21日残高 17,086 18,637 233,620 △1,237 268,106

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △6,985 △6,985

当期純利益 23,288 23,288

自己株式の取得 △30 △30

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 16,302 △30 16,272

平成27年２月20日残高 17,086 18,637 249,922 △1,267 284,379
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連結計算書類

　（単位：百万円）

その他の包括利益累計額
純資産合計

その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計

1,020 △18 259 － 1,261 269,368

△6,985

23,288

△30

1,359 23 167 △152 1,397 1,397

1,359 23 167 △152 1,397 17,670

2,379 4 427 △152 2,659 287,038

■連結損益計算書（自　平成26年２月21日　至　平成27年２月20日）	 （単位：百万円）

科　目 金　額

売 上 高 511,893
売 上 原 価 349,459

売 上 総 利 益 162,433
営 業 収 入 935

営 業 総 利 益 163,369
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 126,545

営 業 利 益 36,823
営 業 外 収 益

受 取 利 息 593
投 資 有 価 証 券 売 却 益 212
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 24
為 替 差 益 282
配 送 セ ン タ ー 収 入 189
そ の 他 529 1,830

営 業 外 費 用
支 払 利 息 37
そ の 他 16 53

経 常 利 益 38,601
特 別 利 益

受 取 補 償 金 7 7
特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 374
減 損 損 失 66
災 害 に よ る 損 失 8 448

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 38,160
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 14,747
法 人 税 等 調 整 額 124 14,871
少数株主損益調整前当期純利益 23,288

当 期 純 利 益 23,288
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■連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
　1．連結の範囲に関する事項
　  　連結子会社等の状況は次のとおりであります。
　　1）連結子会社等の数　：２社
　　2）連結子会社等の名称： 股份有限公司、 （上海）商貿有限公司
　2．持分法の適用に関する事項
　  　持分法を適用した関連会社の名称：株式会社田原屋
　3．連結子会社の事業年度等に関する事項
　  　連結子会社のうち （上海）商貿有限公司の決算日は、12月31日であります。
　  　‌�連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用し連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っており

ます。
　4．重要な会計方針
　　1）有価証券の評価基準及び評価方法
　　  　　満期保有目的の債券………… 償却原価法（定額法）を採用しております。
　　  　　その他有価証券
　　  　　　時価のあるもの　………… ‌�決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。
　　  　　　時価のないもの　………… 移動平均法による原価法を採用しております。
　　2）デリバティブの評価基準及び評価方法
　　  　時価法を採用しております。
　　3）たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　  　　商　　品：売価還元法による原価法
　　  　　　　　　　（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
　　4）固定資産の減価償却の方法
　　  　①有形固定資産
　　  　　　建　　物：定率法（簿価の21.3％）及び定額法（簿価の78.7％）
　　  　　　そ の 他：定率法
　　  　　　　ただし、在外連結子会社については、所在地国の会計基準の規定に基づく定額法によっております。
　　  　　　　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
　　  　　　　　建物及び構築物　　　　２～50年
　　  　　　　　機械装置及び運搬具　　４～12年
　　  　②無形固定資産
　　  　　　の れ ん：５年間の定額法によっております。
　　5）引当金の計上基準
　　  　①貸倒引当金
　　　  　‌�債権の貸倒損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。
　　  　②賞与引当金
　　　  　従業員（定時社員を含む）に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。
　　  　③役員賞与引当金
　　　  　役員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。
　　  　④定時社員退職功労引当金
　　　  　定時社員（パートタイマー）の退職功労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。
　　  　⑤役員退職慰労引当金
　　　  　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。
　　6）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　　  　①消費税等の会計処理
　　　  　‌�税抜方式によっております。
　　  　②退職給付に係る負債の計上基準
　　　  　‌�従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
　　　  　‌�数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
　　　  　‌�未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上して

おります。

会計方針の変更に関する注記
　  　‌�退職給付に関する会計基準等の適用
　  　‌�当連結会計年度末より、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職

給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を適用しております。
（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）これにより、退職給付債務から年金資産の額を
控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異を退職給付に係る負債に計上しております。

　  　‌�退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う
影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しております。

　  　‌�この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が1,568百万円計上されております。また、その他の包括利益累計額が152百万円減少し
ております。

連結貸借対照表等に関する注記
　1．有形固定資産の減価償却累計額	 71,433百万円
　2．担保に供されている資産　　　有価証券	 2百万円
　  　　　　　　　　　　　　　　　投資有価証券	 45百万円
　  　担保に係る債務　　　　　　　流動負債のその他（商品券）	 71百万円
　3．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
　1．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
　  　普通株式	 36,913,299株
　2．配当に関する事項
　　1）当連結会計年度中に行った剰余金の配当
　　  　①平成26年５月16日開催の株主総会において次のとおり決議しました。
　　  　　ａ．配当金の総額	 3,676百万円
　　  　　ｂ．１株当たりの配当額	 100.00円
　　  　　ｃ．基準日	 平成26年２月20日
　　  　　ｄ．効力発生日	 平成26年５月19日
　　  　②平成26年９月29日開催の取締役会において次のとおり決議しました。
　　  　　ａ．配当金の総額	 3,308百万円
　　  　　ｂ．１株当たりの配当額	 90.00円
　　  　　ｃ．基準日	 平成26年８月20日
　　  　　ｄ．効力発生日	 平成26年10月31日
　　2）当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当
　　  　平成27年５月14日開催の株主総会において次のとおり決議する予定です。
　　  　　ａ．配当金の総額	 3,676百万円
　　  　　ｂ．１株当たりの配当額	 100.00円
　　  　　ｃ．基準日	 平成27年２月20日
　　  　　ｄ．効力発生日	 平成27年５月15日
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金融商品に関する注記
　1．金融商品の状況に関する事項
　　1）金融商品に対する取組方針
　　  　‌�当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資については短期で安全性の高い預金

等に限定し、資金調達については主に銀行等金融機関からの借入により調達しております。デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するため
に利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

　　2）金融商品の内容及びそのリスク
　　  　‌�有価証券及び投資有価証券は、譲渡性預金、株式及び満期保有目的の債券であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また、差入保証金は、

主として出店時に預託したものであり、預託先の信用リスクに晒されております。
　　  　‌�営業債務である買掛金は、主として１ヶ月の支払期日であります。長期借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日

は最長で５年であります。なお、一部の長期借入金は金利の変動リスクに晒されております。
　　  　‌�デリバティブ取引は、外貨建て営業債務に係る為替の変動リスクを低減するために利用している先物為替予約取引であります。
　　3）金融商品に係るリスク管理体制
　　  　①信用リスクの管理
　　　  　‌�当社グループは、差入保証金について、預託先の信用状況を定期的に把握し、残高管理を行っています。満期保有目的の債券は、内規に基づき

格付けの高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。デリバティブ取引については、取引相手先を高格付けを有する金
融機関に限定しているため、信用リスクは僅少であります。

　　  　②市場リスクの管理
　　　  　‌�当社グループは、外貨建て営業債務に係る為替の変動リスクに対して、一部先物為替予約を利用してヘッジしております。有価証券及び投資有

価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先
企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。また、長期借入金については、必要に応じて固定金利の長期借入金を調達する
ことで、金利の変動リスクを管理しております。デリバティブ取引の執行・管理については内部規定に従い運用しております。

　　  　③資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　  　‌�当社グループは、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを

管理しております。
　　4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　  　‌�金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定にお

いては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
　2．金融商品の時価等に関する事項
　  　平成27年２月20日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
　  　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）2．参照）。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

1）現金及び預金 23,936 23,936 －
2）有価証券及び投資有価証券
  　①満期保有目的の債券 47 47 0
  　②その他有価証券 109,738 109,738 －
3）差入保証金
  　（１年内回収予定のものも含む） 25,941

貸倒引当金 －
25,941 27,464 1,523

  　資産計 159,662 161,186 1,523
4）買掛金 14,807 14,807 －
5）長期借入金
  　（１年内返済予定のものも含む） 4,000 4,000 －

  　負債計 18,807 18,807 －
  　デリバティブ取引（＊） 7 7 －

　　（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については（　）で示しております。
　　（注）1．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
　　  資産
　　1）現金及び預金
　　  　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
　　2）有価証券及び投資有価証券
　　  　‌�これらの時価について、譲渡性預金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。また、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。
　　3）差入保証金
　　  　‌�差入保証金の時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在価値により算定する方法によっており

ます。
　　  負債
　　4）買掛金
　　  　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
　　5）長期借入金
　　  　‌�長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定する方法によっ

ております。
　　  デリバティブ取引
　　　  デリバティブ取引の時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。
　　（注）2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　分 連結貸借対照表計上額（百万円）
非上場株式（＊1） 2,631
差入保証金（＊2） 7,602

（＊１）非上場株式については市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「2）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。
（＊２）差入保証金のうち、償還期日が確定していないものについては、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「3）差入保証金」に含めておりません。

賃貸等不動産に関する注記
　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
　1．１株当たり純資産額	 7,808円33銭
　2．１株当たり当期純利益金額	 633円48銭
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■貸借対照表（平成27年２月20日現在）

科　目 金　額

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産 170,794

現 金 及 び 預 金 22,384
売 掛 金 2,487
有 価 証 券 103,002
商 品 35,758
前 払 費 用 869
繰 延 税 金 資 産 1,499
立 替 金 63
1年内回収予定差入保証金 3,620
そ の 他 1,107

固 定 資 産 161,367
有 形 固 定 資 産 112,841
建 物 66,915
構 築 物 4,153
機 械 及 び 装 置 3,594
車 輌 及 び 運 搬 具 18
器 具 及 び 備 品 473
土 地 37,284
建 設 仮 勘 定 402

無 形 固 定 資 産 1,085
借 地 権 1,004
そ の 他 81

投 資 そ の 他 の 資 産 47,440
投 資 有 価 証 券 7,107
関 係 会 社 株 式 2,057
関 係 会 社 出 資 金 1,380
関係会社長期貸付金 2,625
破 産 更 生 債 権 等 122
繰 延 税 金 資 産 1,405
長 期 前 払 費 用 3,378
差 入 保 証 金 29,547
建 設 立 替 金 90
そ の 他 7
貸 倒 引 当 金 △281

資 産 合 計 332,161

（単位：百万円）

科　目 金　額

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 37,126

買 掛 金 14,498
１年内返済予定長期借入金 2,000
未 払 金 3,145
未 払 費 用 4,633
未 払 法 人 税 等 6,957
預 り 金 320
賞 与 引 当 金 1,935
役 員 賞 与 引 当 金 58
そ の 他 3,577

固 定 負 債 6,597
長 期 借 入 金 2,000
退 職 給 付 引 当 金 1,304
定時社員退職功労引当金 845
役員退職慰労引当金 707
資 産 除 去 債 務 1,564
受 入 保 証 金 176

負 債 合 計 43,724
（ 純 資 産 の 部 ） 　
株 主 資 本 286,062

資 本 金 17,086
資 本 剰 余 金 18,637

資 本 準 備 金 18,637
利 益 剰 余 金 251,596

利 益 準 備 金 1,005
その他利益剰余金 250,590
圧 縮 記 帳 積 立 金 153
別 途 積 立 金 227,420
繰 越 利 益 剰 余 金 23,016

自 己 株 式 △1,258
評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,374

その他有価証券評価差額金 2,370
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 4

純 資 産 合 計 288,437
負 債 純 資 産 合 計 332,161

■株主資本等変動計算書（自　平成26年２月21日　至　平成27年２月20日）

科　目

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

圧縮記帳積立金 別途積立金 繰越利益剰余金
平成26年２月21日残高 17,086 18,637 1,005 153 207,420 26,729
事業年度中の変動額

積立金の取崩 △0 0
積立金の積立 0 20,000 △20,000
剰余金の配当 △6,985
当期純利益 23,272
自己株式の取得
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － △0 20,000 △3,712
平成27年２月20日残高 17,086 18,637 1,005 153 227,420 23,016
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（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算

差額等合計利益剰余金合計

235,309 △1,228 269,805 1,012 △18 994 270,799

－ － －
－ － －

△6,985 △6,985 △6,985
23,272 23,272 23,272

△30 △30 △30

1,357 23 1,380 1,380

16,287 △30 16,257 1,357 23 1,380 17,637
251,596 △1,258 286,062 2,370 4 2,374 288,437

■損益計算書（自　平成26年２月21日　至　平成27年２月20日）	 （単位：百万円）

科　目 金　額

売 上 高 506,007
売 上 原 価 345,778

売 上 総 利 益 160,228
営 業 収 入 932

営 業 総 利 益 161,161
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 124,079

営 業 利 益 37,081
営 業 外 収 益

受 取 利 息 489
有 価 証 券 利 息 114
受 取 配 当 金 155
投 資 有 価 証 券 売 却 益 212
為 替 差 益 266
配 送 セ ン タ ー 収 入 157
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 302
そ の 他 349 2,047

営 業 外 費 用
支 払 利 息 37
そ の 他 6 43

経 常 利 益 39,085
特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 372
減 損 損 失 38
災 害 に よ る 損 失 8
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 668 1,088

税 引 前 当 期 純 利 益 37,996
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 14,747
法 人 税 等 調 整 額 △23 14,724

当 期 純 利 益 23,272
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■個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
　1．資産の評価基準及び評価方法
　　1）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　  　満期保有目的の債券………償却原価法（定額法）を採用しております。
　　　  　その他有価証券
　　　　  　時価のあるもの…………‌�決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。
　　　　  　時価のないもの…………移動平均法に基づく原価法を採用しております。
　　　　  子会社及び関連会社株式……移動平均法に基づく原価法を採用しております。
　　2）デリバティブの評価基準及び評価方法
　　  　時価法を採用しております。
　　3）たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　  　商　　品：売価還元法による原価法
　　　　　　　　  　（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　2．固定資産の減価償却の方法
　　1）有形固定資産
　　　  　建　　物：定率法（簿価の21.3％）及び定額法（簿価の78.7％）
　　　  　そ の 他：定率法
　　　　  　主な耐用年数は、以下のとおりであります。
　　　　　  　建物　　　　　　３～50年
　　　　　  　構築物　　　　　２～20年
　　　　　  　機械及び装置　　７～12年
　　2）無形固定資産
　　　  　の れ ん：５年間の定額法によっております。
　　3）長期前払費用
　　　  　定額法

　3．引当金の計上基準
　　1）貸倒引当金
　　  　‌�債権の貸倒損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。
　　2）賞与引当金
　　  　従業員（定時社員を含む）に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。
　　3）役員賞与引当金
　　  　役員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。
　　4）退職給付引当金
　　  　‌�従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。
　　  　‌�数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。
　　5）定時社員退職功労引当金
　　  　定時社員（パートタイマー）の退職功労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。
　　6）役員退職慰労引当金
　　  　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

　4．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　  　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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貸借対照表等に関する注記
　1．有形固定資産の減価償却累計額		  69,895百万円
　2．関係会社に対する短期金銭債権		  119百万円
　3．関係会社に対する長期金銭債権		  2,625百万円
　4．担保に供されている資産	 有価証券	 2百万円
　  　		  投資有価証券	 45百万円
　  　担保に係る債務	 流動負債のその他（商品券）	 71百万円
　5．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

損益計算書に関する注記
　1．関係会社との取引高
　　  　営業取引による取引高		  85百万円
　　  　営業取引以外の取引高		  77百万円
　2．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数
　　普通株式		  151,383株

税効果会計に関する注記
　1．繰延税金資産の主な発生原因の内訳
　　  　減損損失		  196百万円
　　  　関係会社株式評価損		  1,302百万円
　　  　関係会社出資金評価損		  235百万円
　　  　貸倒引当金		  97百万円
　　  　未払事業税		  495百万円
　　  　賞与引当金		  681百万円
　　  　退職給付引当金		  459百万円
　　  　定時社員退職功労引当金		  297百万円
　　  　役員退職慰労引当金		  248百万円
　　  　資産除去債務		  550百万円
　　  　その他		  564百万円
　　  　繰延税金資産合計		  5,129百万円

　2．繰延税金負債の主な発生原因の内訳
　　  　その他有価証券評価差額金		  △　1,287百万円
　　  　差入保証金時価評価		  △　   488百万円
　　  　資産除去債務に対応する除去費用	 △　   347百万円
　　  　その他		  △　   100百万円
　　  　繰延税金負債合計		  △　2,224百万円
　　  　繰延税金資産の純額		  2,905百万円

リース取引により使用する固定資産に関する注記
　1．ファイナンス・リース取引（借主側）
　　  　該当事項はありません。

　2．オペレーティング・リース取引（借主側）
　  　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
　　  　１年内		  6,372百万円
　　  　１年超		  34,883百万円
　　  　合計		  41,255百万円

関連当事者との取引に関する注記
　当事業年度における関連当事者との取引については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
　1．１株当たり純資産額		  7,846円08銭
　2．１株当たり当期純利益金額		  633円04銭
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連結監査報告

■連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年３月26日

株式会社　し　ま　む　ら
　取締役会　御中
	 有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員 公認会計士 筆　野　　　力 ㊞業務執行社員

指定有限責任社員 公認会計士 筑　紫　　　徹 ㊞業務執行社員

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社しまむらの平成26年２月21日
から平成27年２月20日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社しまむら及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。
� 以　上
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監 査 報 告

■会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年３月26日

株式会社　し　ま　む　ら
　取締役会　御中

	 有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員 公認会計士 筆　野　　　力 ㊞業務執行社員

指定有限責任社員 公認会計士 筑　紫　　　徹 ㊞業務執行社員

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社しまむらの平成26年２
月21日から平成27年２月20日までの第62期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。
� 以　上
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監 査 報 告

■監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成26年２月21日から平成27年２月20日までの第62期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ
いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、取締役、監査室その他の
従業員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会、
経営会議その他重要な会議に出席するほか、取締役及び従業員等から職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。さらに、事業報告に記載
されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他
株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び
第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい
る体制（内部統制システム）について、取締役及び監査室等からその構築及び運用の状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。事業報告に記載さ
れている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針については、取締役会その他における審
議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。子会社については、子会社の取
締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて事業の報告を受けました。以上の方
法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類

（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について
検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
　一‌�　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。
　二‌�　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。
　三‌�　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

　四‌�　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に
関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年３月27日

　　　　　　　　　　　　　　株式会社　し　ま　む　ら　監査役会
常勤監査役 吉　岡　秀　行 ㊞
監査役 島　村　裕　之 ㊞
社外監査役 田　島　義　久 ㊞
社外監査役 早　瀬　佳　一 ㊞

以　上
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株 主 メ モ

■ 事 業 年 度 ２月21日から翌年２月20日まで
■ 定 時 株 主 総 会 毎年５月
■ 単 元 株 式 数 100株
■ 基 準 日 定時株主総会　２月20日

期  末  配  当　２月20日
中  間  配  当　８月20日

■ 株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

■ 郵 便 物 送 付 先 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
（〒168︲0063）
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL　0120︲782︲031（フリーダイヤル）
取次事務は三井住友信託銀行株式会社の本店
および全国各支店で行っております。

■ 公 告 の 方 法 電子公告の方法により行います。
ただし、電子公告によることができない事故
その他のやむを得ない事由が生じたときは、
日本経済新聞（東京）に掲載します。
公告掲載アドレス
http://www.shimamura.gr.jp/

■ 住所変更、単元未満株式の買取のお申出について
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座にて管理されている株主
様は、特別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社に
お申出ください。

■ 未払配当金の支払いについて
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

■「配当金計算書」について
配当金支払いの際送付している「配当金計算書」は、租税特別措置
法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねております。確定申告を行
う際は、その添付資料としてご使用いただくことができます。
なお、配当金領収証にて配当金をお受取りの株主様につきましても、
配当金支払いの都度「配当金計算書」を同封させていただいており
ます。
※確定申告をなされる株主様は、大切に保管してください。
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本書は再生紙を使用しています


